
　

第46回定時株主総会招集ご通知に際しての
　
　

インターネット開示事項
　

　

　

　

　

　

業務の適正を確保する体制

業務の適正を確保する体制の運用状況

株式会社の支配に関する基本方針

連結注記表
　

個別注記表
　

　

　

事業報告の「業務の適正を確保する体制」「業務の適正を確保する体制
の運用状況」「株式会社の支配に関する基本方針」、連結計算書類の「連
結注記表」及び計算書類「個別注記表」につきましては、法令及び当社
定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社WEBサイトに掲載
することにより、株主の皆様に提供しております。

　

　

　

　

株式会社グローバルダイニング

定時株主総会招集通知 （宝印刷） 2019年02月21日 09時08分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



業務の適正を確保する体制
当社は、平成28年３月26日開催の取締役会において、監査等委員会設置会社への

移行に伴い「内部統制システム構築の基本方針」を一部改定することを決議いたし

ました。改定後の内容は次の通りであります。

① 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合する

ことを確保するための体制

当社及び子会社の取締役及び使用人が法令・定款を遵守し、倫理を尊重する行

動ができるように「企業理念」及び「コンプライアンス規程」を定めております。

また、その徹底を図るために、コンプライアンス委員会を設置し、コンプライ

アンス上の重要な問題を審議するとともに、各部門と連携し、コンプライアンス

体制の維持・向上を図り、啓蒙・教育を実施するよう努めております。さらに、

コンプライアンス上疑義ある行為について、当社及び子会社の取締役及び全ての

従業員が、社内の通報窓口へ通報できる制度を整備し、「内部通報規程」に基づき

その運用を行うものとします。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務執行に係る情報については、「文書管理規程」に基づき、その保存

媒体に応じて適切・確実に、かつ検索及び閲覧可能な状態で、定められた期間、

保存・管理するものとします。

③ 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループにおける組織横断的なリスクについては、当社の代表取締役を委

員長とするリスク管理委員会を設置するとともに、当社及び当社グループに適用

される「全社リスク管理規程」を定め、同規程に基づくリスク管理体制を構築し、

内部監査室等の指摘等を勘案し、適宜改善をしていくものとします。

不測の事態が発生した場合には、当社の代表取締役指揮下の対策本部を設置し、

迅速な対応を行い、損害の拡大を防止する体制を整えるものとします。

④ 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた

めの体制

取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するため、取締役会は３ヵ月

に１回以上開催され、全社リーダー会議を原則月２回定期的に開催するほか、適

宜臨時に開催するものとしております。

取締役会の決定に基づく業務執行については、「組織規程」「職務分掌規程」「職

務権限規程」において、それぞれの責任者及びその責任、執行手続の詳細につい

て定めております。

年度事業計画を立案し、全社的な目標を設定しており、監査等委員以外の取締

役、監査等委員会委員長及び各部門長により構成された全社リーダー会議におい

て、定期的に各部門より業績のレビューと改善策を報告させ、具体的な施策を実

施させるものとします。
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また当社は、子会社について、関係会社管理規程に基づき、子会社の事業、規

模、当社グループ内における位置付け等を勘案の上、効率的にその業務が執行さ

れる体制が構築されるよう監督します。

⑤ 当社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社グループの企業理念をグループ全体で遵守し、適宜に教育啓蒙活動をする

ものとします。子会社は重要事項決定にあたり、その決定の客観的公正性を担保

する目的から、当社取締役会に付議のうえ、決定するものとします。

当社の内部監査室等は、当社グループ会社を横断的に、内部統制システムの整

備を推進し、グループの業務全般にわたる内部統制の有効性と妥当性を確保し、

その結果を定期的に取締役会、監査等委員会及び全社リーダー会議に報告するも

のとします。

内部監査室及び監査等委員会は、会計監査人と連携し、当社グループ全体の経

営の監視、監査を実効的かつ適切に行うものとしております。

⑥ 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ

る当該使用人に関する事項及び監査等委員会の当該使用人に対する指示の実効性

に関する事項

監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めたときは、これ

に応じるものとします。監査等委員会の職務を補助すべき使用人を置いた場合は、

当該使用人の業務が円滑に行われるよう、当社の監査等委員以外の取締役及び使

用人は監査環境の整備に協力するものとします。

⑦ 前号の使用人の監査等委員以外の取締役からの独立性に関する事項

前号の使用人の独立性を確保するため、監査等委員会の職務を補助すべき専任

の使用人の人事及びその変更については、監査等委員会の同意を要するものとし

ます。使用人は、監査等委員会の業務を補助するにあたって、監査等委員以外の

取締役の指揮命令を受けないものとします。

⑧ 監査等委員以外の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体制、

その他監査等委員会への報告に関する体制、報告したことを理由として不利な取

扱いを受けないことを確保するための体制

当社及び子会社の監査等委員以外の取締役及び使用人は、当社または当社グル

ープの業務または業績に与える重要な事項を発見した場合は、遅滞なく当社の監

査等委員会に報告するものとします。

前記に関わらず、当社の監査等委員会はいつでも必要に応じて、当社及び子会

社の監査等委員以外の取締役及び使用人に対して報告を求めることができるもの

とします。
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当社の監査等委員会は、会計監査人及び内部監査室との情報交換に努め、連携

して当社及びグループ各社の監査の実効性を確保するものとしております。

また、当社グループは、監査等委員会への報告を行った当社グループの監査等

委員以外の取締役及び使用人に対し、人事その他の一切の点に関して不利な取扱

いを行うことを禁止し、その旨を周知徹底するものとします。

⑨ 監査等委員会の職務の執行にて生ずる費用の前払又は償還の手続、その他の

当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理の方針、並びに、その他監査

等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1)各監査等委員である取締役は監査等委員会が定めた年間計画に従って監査等

委員以外の取締役の職務執行の監査を行うものとします。

2)監査等委員会委員長は、全社リーダー会議その他重要会議に出席するものと

します。

3)監査等委員会、内部監査部門及び会計監査人の間で、定期的な会合を行うな

どの密接な連携をとるものとします。

4)監査等委員会は、会合、業務執行状況についてのヒアリング等により、監査

等委員以外の取締役、主要部門長との意思疎通を図るものとします。

5)監査等委員以外の取締役は、監査等委員会の職務の適切な遂行のため、監査

等委員会と子会社の取締役等との意思疎通、情報収集・交換が適切に行えるよう

協力するものとします。

6)監査等委員会は、監査等委員会の職務の遂行について生ずる費用の前払又は

支出した費用等の償還、負担した債務の弁済を当社に請求することができ、当社

は、その費用等が監査等委員会の職務の執行について生じたものでないことを証

明できる場合を除き、これに応じるものとします。

⑩ 財務報告の信頼性を確保するための体制

当企業集団は、財務報告の信頼性を確保するため、適切な内部統制システムを

構築し、その運用を行うと共に、必要な是正を実施します。

⑪ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力を排除していくことは企業としての責務であり、業務の適正性を

確保するために必要であることをすべての取締役及び使用人が深く認識し、不当

要求防止責任者を設置し、所管警察・弁護士と緊密な連携をとり、反社会的勢力

の要求に対しては断固たる姿勢をもって取り組む体制をとっております。
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業務の適正を確保する体制の運用状況
運用状況の概要は次のとおりであります。

① 「内部統制システム構築の基本方針」について平成28年３月26日の当社取締役

会の決議により一部改定いたしました。当該変更の後に、社内イントラネットに

て周知を図り、対応を指示いたしました。

② 当社取締役及び子会社の取締役並びに使用人に対し、コンプライアンス意識

の徹底を図るべく、社内規程の定期的整備を行い、その内容を社内イントラネッ

トにて周知しております。

また、取締役、監査等委員長、各部門のリーダー、及び全店舗の店長・チーフ

が出席する店長・チーフ会議を通じ、使用人に対してコンプライアンスに関する

教育を実施し、法令及び定款を遵守するための取り組みと、内部通報制度につい

ても使用人に対する周知を継続的に行っております。

③ 取締役会を３ヶ月に１回以上開催するほか、必要に応じ臨時取締役会を随時

開催し、当社及び子会社の法令等に定められた事項や経営方針・予算の策定等、

経営に関する重要事項を決定しております。また、取締役会には業務執行を行わ

ない取締役である監査等委員が出席しており、月次業績報告を受けた上で、経営

業績の分析・対策・評価を検討することにより、職務執行における監督及び法

令・定款等への適合性を確保いたしました。

④ 全社リーダー会議は、原則月２回定期開催し、そのメンバーは取締役、監査

等委員長、各部門長で構成されており、職務執行に関して速やかな軌道修正を可

能にしております。また、全社リーダー会議後、この機関構造を基本とした上で、

経営上の意思決定の透明性を確保することを目的として、民主主義のシステムを

取り入れ全店舗参加の店長会議が業務執行における意思決定機関として機能して

おります。監査等委員長は重要会議に出席し会議の監督を行っており、その内容

を監査等委員会へ情報共有しております。また、全ての会議は議事録を作成し

「文書管理規程」に基づき適正に保管管理を行っております。

⑤ 監査等委員会は、年間12回定例開催し、監査方針、監査計画を協議決定し、

業務及び財産の状況の監査、取締役の職務執行の監査、法令・定款等への遵守に

ついて会計監査人より四半期毎に監査の報告を受け監査の方法の検討を行いまし

た。また、事務局を設置し監査等委員会の職務を補助する体制をつくり、監査等

委員会からの質問、情報提供依頼等に対応できる体制と、会計監査人及び内部監

査室と意思疎通・連絡・報告を密接に行える体制を確保しております。

⑥ 組織横断的なリスクについては、代表取締役指揮下の対策本部を設置し、総

務管理グループが事務局となり迅速な対応を行い、損害の拡大を防止する体制と

適切な対応を図るべく、組織体制整備の充実に取り組んでおります。
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⑦ 反社会的勢力の要求に対しては断固たる姿勢を持って取り組む体制を取り組

んでいるほか、契約書等での反社会的勢力排除条項の記載と不当要求防止責任者

を配置しており、所轄警察署及び顧問弁護士と緊密な連携を取っております。
　

株式会社の支配に関する基本方針
当社グループでは、会社の財産及び事業の方針の決定を支配する者のあり方に関

する基本方針については、特に定めておりません。
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連結注記表
　
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称

グローバルダイニング，インク．オブ カリフォルニア（米国）

2. 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

4. 会計方針に関する事項

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

(a)時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によって

おります(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）。

(b)時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

②デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法によっております。

③たな卸資産の評価基準及び評価方法

(a)商品及び製品 先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切

下げの方法）によっております。

(b)原材料 先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切

下げの方法）によっております。

(c)貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）によっております。
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（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物付属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以降取得の建物付属設備及び構築物については、定額法に

よっております。

定期借地権契約による借地上の建物及び構築物については、定期借地権の

残存期間を耐用年数とし、残存価額を零とした定額法によっております。

また、在外連結子会社は、主として定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 10～41年

工具、器具及び備品 ３～20年

②無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっております。

③リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リー

ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

④長期前払費用

均等償却によっております。

（3）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

なお、当連結会計年度末においては、過去の貸倒実績及び回収不能が見込

まれる債権残高がないため、貸倒引当金は計上しておりません。

②店舗閉鎖損失引当金

店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、店舗閉鎖損失見込額を計上し

ております。
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（4）その他連結計算書類の作成のための重要な事項

①ヘッジ会計の方法

(a)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしている場合には

特例処理によっております。

(b)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入金

(c)ヘッジ方針

借入金の利息相当額の範囲内で市場金利変動リスクを回避する目的で行

っております。

(d)ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省

略しております。

②退職給付に係る会計処理の方法

当社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る

期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用して

おります。

なお、連結子会社には退職金制度はありません。

③消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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会計上の見積りの変更に関する注記

資産除去債務の見積額の変更

不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務につい

て、退店等の新たな情報の入手に伴い、店舗の退去時に必要とされる原状回復費

用及び店舗の使用見込期間に関して見積りの変更を行いました。

割引前将来キャッシュ・フローの見積りの変更による減少額を変更前の資産除

去債務残高から減算しております。また、除却時期を見直し、将来にわたり変更

しております。

当該見積りの変更の結果、当連結会計年度の税金等調整前当期純利益は19,551

千円増加しております。

連結貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建 物 及 び 構 築 物 513,100千円

土 地 1,912,340千円

計 2,425,441千円

(2) 担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 560,764千円

長 期 借 入 金 578,628千円

計 1,139,392千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 7,464,446千円

　

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 10,225,400株

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　 該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期とな

るもの

　 該当事項はありません。

3. 当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを

除く）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 161,300株
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金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については、短期的な預金での運用に限定し、ま

た、資金調達については、主に銀行借入により調達しております。

デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機

的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、外

貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されております。投資有価証券は、

市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である買掛金、未払金並びに未払費用は、そのほとんどが２ヶ月以

内の支払期日であります。また、外貨建の営業債務は、為替の変動リスクに晒

されております。借入金は、一部変動金利であるため金利の変動リスクに晒さ

れております。

デリバティブ取引は、現在及び将来の変動金利長期借入金の支払利息を固定

化するために金利スワップを利用しております。なお、ヘッジ会計の評価方法

等については、前述の「ヘッジ会計の方法」をご参照ください。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスクの管理

当社グループは、営業債権について、担当部署において信用調査を行い、

取引相手ごとに期日及び残高を管理しております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、

格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

②市場リスクの管理

当社グループは、投資有価証券については、定期的に時価等を把握し、

保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の実行、管理につきましては、取引及び取引限度額の

設定等を、財務経理グループが取締役会において承認を得て行っており、

取引結果については定例取締役会に報告を行うことになっております。

③資金調達に係る流動性リスクの管理

当社グループは、財務経理グループが預金残高の管理を行い、また、適

時に資金繰計画を作成・更新することで、充分な手許流動性を確保してお

ります。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

平成30年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものは、次表には含めておりません((注２)をご参照ください)。

(単位：千円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 272,232 272,232 ―

(2) 売掛金 330,940 330,940 ―

(3) 投資有価証券 10,338 10,338 ―

資産計 613,511 613,511 ―

(1) 買掛金 375,262 375,262 ―

(2) 未払金 156,532 156,532 ―

(3) 未払費用 358,725 358,725 ―

(4) 未払消費税等 67,520 67,520 ―

(5) 長期借入金(※) 1,227,719 1,229,938 2,219

負債計 2,185,759 2,187,979 2,219

(※)長期借入金には１年内の期限到来分を含めて記載しております。

(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 売掛金

これらはすべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。

(3) 投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

負 債

(1) 買掛金、(2) 未払金、(3) 未払費用、並びに(4) 未払消費税等

これらはすべて短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似し

ていることから、当該帳簿価額によっております。

(5) 長期借入金

長期借入金の元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。
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デリバティブ取引

当連結会計年度末において該当取引はありません。

(注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

　 区分 連結貸借対照表計上額

差入保証金 1,355,350

出資金 5,550

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難であると

認められるため、時価開示の対象としておりません。

　

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 378円31銭

2. １株当たり当期純利益 0円41銭

　

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表
　

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①子会社株式 移動平均法による原価法によっております。

②その他有価証券

(a)時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によって

おります(評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）。

(b)時価のないもの 移動平均法による原価法によっております。

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ

時価法によっております。

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

①商品及び製品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）によっております。

②原材料 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）によっております。

③貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）によっております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取得の建物（建物付属設備を除く）並びに平

成28年４月１日以降取得の建物付属設備及び構築物については、定額法によっ

ております。

定期借地権契約による借地上の建物・構築物については、定期借地権の残存

期間を耐用年数とし、残存価額を零とした定額法によっております。

また、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 10～41年

構 築 物 15～20年

工具、器具及び備品 ３～20年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法によっております。
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(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(4) 長期前払費用

均等償却によっております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

なお、当事業年度末においては、過去の貸倒実績及び回収不能が見込まれる

債権残高がないため、貸倒引当金は計上しておりません。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。

退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要

支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(3) 店舗閉鎖損失引当金

店舗閉鎖に伴い発生する損失に備えるため、店舗閉鎖損失見込額を計上して

おります。

4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。

金利スワップ取引については、特例処理の要件を満たしている場合には特

例処理によっております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段 金利スワップ

ヘッジ対象 借入金

③ヘッジ方針

借入金の利息相当額の範囲内で市場金利変動リスクを回避する目的で行っ

ております。

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略

しております。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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会計上の見積りの変更に関する注記

資産除去債務の見積額の変更

不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務につい

て、退店等の新たな情報の入手に伴い、店舗の退去時に必要とされる原状回復費

用及び店舗の使用見込期間に関して見積りの変更を行いました。

割引前将来キャッシュ・フローの見積りの変更による減少額を変更前の資産除

去債務残高から減算しております。また、除却時期を見直し、将来にわたり変更

しております。

当該見積りの変更の結果、当事業年度の税引前当期純利益は19,551千円増加し

ております。

貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

建 物 513,100千円

土 地 1,912,340千円

計 2,425,441千円

(2) 担保に係る債務

１年内返済予定の長期借入金 560,764千円

長 期 借 入 金 578,628千円

計 1,139,392千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 6,714,214千円

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

長期金銭債権 8千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 571株

　

税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金否認 12,239千円

事業所税否認 6,008千円

未払賞与否認 7,063千円

減価償却超過額 53,342千円

減損損失否認 83,045千円

関係会社株式評価損否認 322,695千円

未払事業税否認 11,197千円

繰越欠損金 443,602千円

資産除去債務 167,175千円

その他 5,589千円

繰延税金資産小計 1,111,958千円

評価性引当額 △1,051,850千円

繰延税金資産合計 60,107千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △2,026千円

資産除去費用 △57,420千円

繰延税金負債合計 △59,447千円

繰延税金資産（負債）の純額 660千円
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関連当事者との取引に関する注記

1．子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

グローバルダ
イニング,イ
ン ク． オ ブ
カリフォルニ
ア

所有

直接100％

資金の援助

役員の兼任

資金の貸付

（注）
128,430千円

関係会社

長期貸付金
8千円

増資の引受

（注）
749,490千円

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

子会社に対する資金貸付の約定金利は、市場金利を勘案して利率を合理的に

決定しております。

増資の引受は、債権の株式化（デット・エクイティ・スワップ）によるもの

であります。

2．役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称
または氏名

議決権の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

役員

主要株主
長谷川 耕造

被所有

直接61.6％

当社代表

取締役

資金の返済

（注）
670,000千円

長期

借入金
―

利息の支払

（注）
880千円 ― ―

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

借入金利は、市場金利等を勘案して合理的に決定しております。

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 457円16銭

2. １株当たり当期純利益 8円26銭

　

重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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